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平成 25 年２月５日 

田村市住民意向調査 調査結果（速報版） 

復 興 庁 

福 島 県 

田 村 市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査の概要 

１．調査対象： 避難指示解除準備区域及び旧緊急時避難準備区域の全世帯の代表（分散避難して

いる場合は、それぞれの代表者） 932 世帯 

２．対象地区：   

避難指示解除準備区域： 都路町第 8 行政区小滝沢地区 

都路町第９行政区 

旧緊急時避難準備区域： 都路町 (上記の避難指示解除準備区域を除く) 

     常葉町 黒川行政区、田代行政区、掘田行政区、山根行政区 

船引町 横道行政区 

３．調査時期： 平成 24 年 11 月 29 日（木）～12 月 13 日（木） 

４．調査方法： 郵送法 

５．回収数： 603 世帯（回収率 64.7%） 

（１）性 別 F1 

１．回答者の属性 

全体（n=603）

無回答

6.0%

女性

16.4%

男性

77.6%
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（２）年 齢 F2 

（％）

10～20代

50代 70代以上 無回答

全体 (n=603)

40代

30代 60代

0.8

4.0 7.8 26.2 30.5 27.2 3.5
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２．震災前の状況 

（３）震災発生時の居住地区 問 1 

（１）震災発生当時の職業 問 4(1) 

（２）公務員以外の有職者の業種 問 4(2) 

農・林・

畜産業
建設業 製造業

電気・

ガス
運輸業 その他 無回答

全体 (n=416)

卸・小売り・飲食、

サービス業

35.1 22.8 7.9

2.6

3.8 14.2 4.3 9.1

（％）

自営業
会社員

（事務）

会社員

（労務）
公務員 その他 学生 無回答

全体 (n=603)

無職（退職者も含む）
パート・

アルバイト

28.2 3.6 28.5 4.8 5.5 3.8

-

23.9

1.7

有職者　74.5％

（％）

その他 無回答

全体 (n=603)

都路町

第８行政区

（小滝沢地区）

都路町

旧警戒区域を除く

都路町

第９行政区

7.3 14.1 70.5

- 0.3 0.2 1.0 0.7

1.7 4.3

21 .4％
避難指示解除準備区域

74.3％
旧緊急時避難準備区域

常葉町

黒川行政区

常葉町

田代行政区

常葉町

堀田行政区

常葉町

山根行政区

船引町

横道行政区
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（４）震災発生当時まで通勤・通学していた地域 問 5(1) 

（５）震災発生当時まで最もよく買物に行っていた地域 問 6(1) 

（％）

その他 無回答

全体 (n=449)

田村市内

通勤・通学はして

いなかった

双葉地方郡山市

44.5 2.7

1.3 0.4 0.9

16.0 3.1 22.9 8.0

南相馬市 いわき市 三春町、

小野町

（％）

双葉地方 無回答

全体 (n=603)

郡山市田村市内

83.9 1.8

0.2 0.2

12.3

0.3

1.3

南相馬市 三春町、

小野町

その他



 5

 

 

 

 

≪全体≫ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪旧緊急時避難準備区域 年代別≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．現在の避難状況 

（１）現在の避難状況 問 8 

（％）

震災発生当時お住まいの

地区以外の場所で

生活している

震災発生当時お住まいの地

区に戻って生活している 無回答

全体 (n=603) 66.8 30.3 2.8

（％）

震災発生当時お住まいの

地区以外の場所で生活

している

震災発生当時お住まい

の地区に戻って生活し

ている

無回答

旧緊急時避

難準備区域
(n=448 )

１０～３０代 (n=25)

４０～５０代 (n=155)

６０代以上 (n=252)

年

　

代

　

別

59.2

92.0

66.5

52.0

38.6

31.6

45.2

8.0

2.8

2.2

1.9

-
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（２）現在の避難先 問 9 

（県内市町村） 

（田村市内） 

(%)

滝根 大越 都路 常葉 船引 無回答

田村市内で

生活
(n=295)

0.3 0.3

14.6 8.8 72.5 3.4

(%)

無回答

東北

（福島以外）
関東 その他

震災発生当時

の地区以外で

生活

(n=403)

福島県

89.6

0.7

7.2

1.7 0.7

(%)

田村市 郡山市 三春町 いわき市 その他

福島県内で

生活
(n=361) 81.7 10.5 3.0

1.1

3.6
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（４）現在の職業 問 11 

（３）現在の住居種別 問 10 

問 4(1) 

問 11(1) 

（％）

自営業
会社員

（事務）

会社員

（労務）
公務員 その他

学生

無回答

震災前 (n=603)

現　在 (n=603)

パート・

アルバイト

無職

（退職者も含む）

20.1 4.0 20.9 6.0 5.1 35.5

28.2 3.6 28.5 4.8 5.5

5.1

3.8

0.2

-

23.9

3.2

1.7

有職者　74.5％

有職者　61.2％

（％）

応急仮設住宅

（プレハブ型）

親戚・

知人宅
その他 無回答

全　体 (n=603 )

うち、避難指示

解除準備区域
(n=129)

うち、旧緊急時

避難準備区域
(n=448)

持ち家（ご家族

またはご本人

所有）

給与住宅（社

宅、公務員宿舎

など）

応急仮設住宅

（民間住宅・公営住宅

などの借り上げ型

（家賃無償））

家族のうち

どなたかの

お住まい・

実家

民間賃貸

公営住宅

47.3

23.9

19.4

14.1

8.5

8.5

3.1

2.7 3.1

7.0 6.2

39.3

5.4

4.5

29.4 14.6 8.5 2.8

0.9

0.8

0.8

1.6

2.8

2.5

3.3 32.3

0.7

0.8

0.7

4.8
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（５）現在の職業と震災発生までの勤め先の相違  問 12 

（６）現在の求職状況 問 13(1) 

≪職を探していない最も大きな理由≫問 13(2) 

自営業以外の有職者（n=248）

無回答

19.4%

違う

23.4%
同じ

57.3%

無職者（退職者も含む）（n=214）

無回答

9.3%

職を探していない

78.0%

職を探している

12.6%

（％）

元の地

域・職場

に戻る予

定だから

希望する

職場がな

いから

当面、賠

償金で生

活できる

から

震災を機

にリタイ

ア（退職

など）し

たから

震災前か

らリタイ

ア（退職

など）し

ているか

ら

専業主婦

だから
その他 無回答

職を探して

いない
(n=167) 6.6 4.2

-

12.0 35.3 3.6 26.9 11.4

 年齢的に困難・高齢のため 

 病気・体調不良のため 
 農業従事であった    など 

〔その他の具体的記述（上位項目）〕
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（８）現在の避難生活で困っていること、改善を求める分野  問 14 

医療 教育 介護・福祉 就労・労働

コミュニティ

形成（地域社

会とのつなが

り）

その他 無回答

全体 (n=603) 11.8 6.5 7.8 21.7 24.7 11.6 15.9

（７）同居の小中高校生が現在通学している学校（複数回答） Ｆ5(3) 

 住宅・住環境 

 生活費・賠償金 

 除染進捗 
 商業施設・買物時交通手段 など

〔その他の具体的記述（上位項目）〕

震

災

発

生

当

時

、

通

学

し

て

い

た

学

校 震

災

発

生

当

時

の

居

住

地

区

か

ら

全

校

移

転

し

た

学

校

避

難

先

で

転

入

し

た

学

校

震

災

後

に

進

学

し

た

学

校

そ

の

他

該

当

す

る

子

ど

も

は

い

な

い

無

回

答

28.3

63.3

10.0
5.0

- -

8.3

18.4

7.9 10.5

- -

18.4

57.1

9.5 11.9

31.0

2.4 -

11.9

65.8

0

20

40

60

80

100(％)

現在同居している小学生が通っている学校について　小学生と同居世帯（n=60）

現在同居している中学生が通っている学校について　中学生と同居世帯（n=38）

現在同居している高校生が通っている学校について　高校生と同居世帯（n=42）
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（１）除染完了後の帰還意向  問 22 

（震災発生当時お住まいの地区以外の場所で生活している人） 

５．帰還意向 

（１）今後の避難解除までの生活をどこで過ごしたいか  問 20 

４．避難解除までの生活意向 （現避難指示解除準備区域住民 129 名の回答） 

（％）

今の場所で
過ごしたい

今の場所から移動
（転居）したい

現時点では

わからない、

判断できない

無回答

(n=129)
避難指示解除

準備区域
56.6 7.0 27.9 8.5

（％）

震災発生当時お

住まいの地区

に、すぐに戻る

条件が整えば、

震災発生当時お
住まいの地区に

戻る

震災発生当時お

住まいの地区に

は戻らない

今はまだ判断で
きない

無回答

全　体 (n=403 )

うち、避難指示

解除準備区域
(n=123)

うち、旧緊急時

避難準備区域
(n=265)

避
難

区

域

別

6.7

8.9

6.0

34.5

35.0

35.5

10.2

7.3

11.3

30.0

37.4

27.5 19.6

11.4

18.6

（％）

震災発生当時お

住まいの地区

に、すぐに戻る

条件が整えば、

震災発生当時お

住まいの地区に

戻る

震災発生当時お

住まいの地区に

は戻らない

今はまだ判断で

きない
無回答

全　体 (n=403 )

１０－３０代 (n=27)

４０－５０代 (n=151)

６０代以上 (n=212)

年

　

代

　

別

6.7

6.0

34.5

11.1

41.1

10.2

33.3

7.3

30.0

55.6

31.8

-

8.5 34.4 9.9 24.5 22.6

13.9

-

18.6
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（２）震災発生当時居住地区内に必要なもの(1 番目～３番目の合算・複数回答) 問 23 

（除染完了後の帰還について「震災発生当時お住まいの地区にすぐに戻る」[問 22]と回答した 27 名 

     ＋「震災発生当時お住まいの地区に戻って生活している」[問 8]と回答した 183 名 計 210 名の回答） 

（３）震災発生当時居住地区で求める行政支援の内容（複数回答） 問 24 

（除染完了後の帰還について「震災発生当時お住まいの地区にすぐに戻る」 [問 22]と回答した 27 名 

     ＋「震災発生当時お住まいの地区に戻って生活している」[問 8]と回答した 183 名 計 210 名の回答） 

すぐ戻る・震災発生当時の地区で生活者(n=210)

商業施設（商店など）

雇用・就労の場

医療機関

地域コミュニティ

学校

介護・福祉施設

その他

無回答 30.5

3.3

16.2

20.5

25.2

30.5

42.4

51.4

0 25 50 75 100
(％)

すぐ戻る・震災発生当時の地区で生活者(n=210)

商店の再開・支援

農・林・畜産業の支援・指導

田村市からの継続的な情報提供

継続的な健康管理の支援

生活用水の安全性の確保

仕事のあっせん

住宅再建の支援

その他

無回答

40.5

38.1

34.3

31.9

23.8

16.7

12.4

5.2

32.4

0 25 50 75 100
(％)
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（４）震災発生当時居住地区に戻る条件(1 番目～３番目の合算・複数回答) 問 25 

（除染完了後の帰還について「条件が整えば、震災発生当時お住まいの地区に戻る」[問 22]と回答した 139 名の 

 回答） 

放射線量が避難指示解除の時のレベルより

も、さらに低下すること

原子力発電所の安全性の確保に向けた取り

組みが継続されること

水道水などの生活用水が安全であること

が、常に確認されること

震災発生当時お住まいの地区内の学校が

再開されること

震災発生当時お住まいの地区内に商店など

の生活商業施設が再開されること

他の住民がある程度戻ること

医療機関の整備、介護・福祉サービスが確

保されること

震災発生当時お住まいの地区から通勤でき

る範囲での雇用が確保されること

災害公営住宅が整備されること

交通インフラ（道路、公共交通機関）が整備

されること

周辺自治体の生活利便機能の再開あるい

は代替施設等の確保がなされること

その他

無回答

65.1

37.2

37.2

14.0

27.9

16.3

18.6

18.6

9.3

7.0

4.7

16.3

-

66.0

46.8

25.5

33.0

21.3

24.5

12.8

11.7

6.4

7.4

2.1

3.2

3.2

2.9

7.2

2.9

7.2

7.2

13.7

14.4

21.6

23.0

26.6

29.5

43.9

65.5

0 25 50 75 100
(％)

全体(n=139)

うち、避難指示解除準備区域(n=43)

うち、旧緊急時避難準備区域(n=94)



 13

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）震災発生当時居住地区に戻りたいと考える希望時期 問 26 

（除染完了後の帰還について「震災発生当時お住まいの地区にすぐに戻る」[問 22]と回答した 27 名 

  ＋「条件が整えば、震災発生当時お住まいの地区に戻る」[問 22]と回答した 139 名 計 166 名の回答） 

（％）

１年以内 ２年以内 ３年以内 ３年より後 無回答

全　体 (n=166 )

うち、避難指示

解除準備区域
(n=54)

うち、旧緊急時

避難準備区域
(n=110)

33.7

25.9

38.2

26.5

20.4

29.1

13.9

16.7

11.8

9.6

11.1

9.1

16.3

25.9

11.8
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（６）震災発生当時居住地区に戻らない理由（複数回答）問 27 

（除染完了後の帰還について「震災発生当時お住まいの地区には戻らない」[問 22]と回答した 41 名の回答） 

震災発生時の居住地区には戻らない(n=41)

放射線量に対する不安があるから

原子力発電所の安全性に不安がある

から

医療環境に不安があるから

家が汚損、劣化し、住める状況ではな

いから

町外への移動交通が不便だから

生活に必要な商業施設などが元に戻り

そうにないから

戻っても仕事がないから

教育環境に不安があるから

介護・福祉サービスに不安があるから

他の住民が戻らないから

避難先で仕事を見つけているから

事業（商店、農・林・畜産業）が再開で

きないから

その他

無回答 4.9

26.8

7.3

9.8

12.2

19.5

22.0

22.0

26.8

34.1

36.6

41.5

63.4

68.3

0 25 50 75 100
(％)
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（７）戻らない場合に今後の生活において行政に支援を望むこと（複数回答）問 30 

（除染完了後の帰還について「震災発生当時お住まいの地区には戻らない」[問 22]と回答した 41 名の回答） 

（８）震災発生当時居住地区に戻るかを判断するために必要な情報（複数回答）問 31 

（除染完了後の帰還について「今はまだ判断できない」[問 22]と回答した 121 名の回答） 

震災発生時の居住地区には戻らない(n=41)

田村市からの継続的な情報提供

継続的な健康管理の支援

住居の確保の支援

仮設住宅、借上げ住宅利用期間の

確保

仕事のあっせん

その他

無回答 7.3

9.8

9.8

41.5

41.5

48.8

63.4

0 25 50 75 100
(％)

今はまだ判断できない(n=121)

放射線量の低下の目途

どの程度の住民が戻るかの情報

受領する賠償額の確定

地区内の商業施設の再開

地区内の学校の再開

地区内の医療の再開

地区内の介護・福祉サービスの再開

その他

無回答 8.3

22.3

7.4

12.4

22.3

27.3

47.1

48.8

71.1

0 25 50 75 100
(％)


